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株主の皆様へ
　拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の拡大や雇用所得
環境の改善などから緩やかな回復基調で推移しましたが、国内
で相次いだ自然災害の影響や米中貿易摩擦への懸念などから景
気回復の実感を欠く展開となりました。
　当社の属する電炉小棒業界におきましては、東京オリンピッ
ク関連などの需要増が見られる一方、主原料の鉄スクラップ価
格の高止まりや電極や合金鉄などの副資材価格の高騰から厳し
い経営環境となりました。
　このような中で、当社は主力製品であるネジ節棒鋼のネジテ
ツコン、並びにその関連商品の拡販に注力するとともに、鉄ス
クラップや副資材のコストアップに見合った適正な製品価格の
確保に取り組んでまいりました。
　当連結会計年度における連結売上高は、製品価格の上昇によ
り、前年実績比107億６千８百万円（20.1％）増収の644億４
千３百万円となりました。
　利益面では、鉄スクラップなど原材料のコストアップを製品
価格の上昇により吸収し、連結営業利益は前年実績比14億４百
万円増益の５億７千４百万円となりました。連結経常利益およ
び親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、持分法に
よる投資損益（負ののれん）を連結営業外収益に計上したこと
により、連結経常利益は前年実績比41億４千１百万円増益の
32億６千５百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前年実
績比41億４千３百万円増益の31億４千３百万円となりました。
　当期の期末配当金につきましては、実質的な連結業績の動向、
財務状況等を勘案し、１株当たり10円とさせていただきました。
これにより、中間配当金10円を含めました当期の年間配当金
は、１株当たり20円となります。
　株主の皆様におかれましても、何卒倍旧のご支援とご鞭撻を
賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長
2019年6月
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  売上高 （単位:百万円）

  経常利益 （単位:百万円）

  親会社株主に帰属する当期純利益 （単位:百万円）

  1株当たり当期純利益 （単位:円）

  1株当たり純資産 （単位:円）

  総資産／純資産 （単位:百万円） ■総資産　
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4,030.24

第90期

4,037.71
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3,930.17

64,443

3,143

3,265

39,361

58,455

337.59

4,214.05
2,496

連結財務ハイライト
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（注）  2017年10月１日をもって、５株を１株とする株式併合を実施したため、第88期の期首
に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定
しております。
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（単位：百万円）
連結貸借対照表

（注）  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書
（自2018年４月１日 至2019年3月31日）

　株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,851 27,000 △ 128 34,563 864 △ 3 1,180 18 △ 53 2,005 52 36,622
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 186 △ 186 △ 186
親会社株主に帰属する当期純利益 3,143 3,143 3,143
自 己 株 式 の 取 得 △ 1 △ 1 △ 1
自 己 株 式 の 処 分 57 57 57
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） △ 9 △ 9 △ 263 △ 0 — △ 5 1 △ 268 3 △ 274

当 期 変 動 額 合 計 — — 2,956 46 3,003 △ 263 △ 0 — △ 5 1 △ 268 3 2,739
当 期 末 残 高 5,839 1,851 29,957 △ 81 37,567 600 △ 4 1,180 12 △ 51 1,737 56 39,361

科　目 当 期
（2019年3月31日現在）

負債の部
流 動 負 債 14,276

支払手形及び買掛金 6,496
短 期 借 入 金 3,000
１年内償還予定の社債 120
１年内返済予定の長期借入金 881
そ の 他 3,778

固 定 負 債 4,817
社 債 80
長 期 借 入 金 1,975
そ の 他 2,761

負 債 合 計 19,093
純資産の部

株 主 資 本 37,567
資 本 金 5,839
資 本 剰 余 金 1,851
利 益 剰 余 金 29,957
自 己 株 式 △� 81

その他の包括利益累計額 1,737
その他有価証券
評 価 差 額 金 600
繰延ヘッジ損益 △� 4
土地再評価差額金 1,180
為替換算調整勘定 12
退職給付に係る
調 整 累 計 額 △� 51

非支配株主持分 56
純 資 産 合 計 39,361
負債及び純資産合計 58,455

科　目 当 期
（2019年3月31日現在）

資産の部
流 動 資 産 23,776

現 金 及 び 預 金 7,033
受取手形及び売掛金 6,081
商 品 及 び 製 品 7,584
原材料及び貯蔵品 2,726
そ の 他 350
貸 倒 引 当 金 △� 0

固 定 資 産 34,678
有 形 固 定 資 産 27,169
建物及び構築物 5,175
機械装置及び運搬具 10,141
土 地 10,494
そ の 他 1,358

無 形 固 定 資 産 92
投資その他の資産 7,417
投 資 有 価 証 券 5,352
そ の 他 2,087
貸 倒 引 当 金 △� 22

資 産 合 計 58,455
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連結損益計算書
（単位：百万円）

科　目 当 期
（自 2 0 1 8 年 4 月 1 日

至 2 0 1 9 年 3 月 3 1 日）
売 上 高 64,443

売 上 原 価 56,490

売 上 総 利 益 7,952

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,378

営 業 利 益 574

営 業 外 収 益 2,976

営 業 外 費 用 285

経 常 利 益 3,265

特 別 利 益 357

特 別 損 失 224

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,398

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 397

法 人 税 等 調 整 額 △ 145

当 期 純 利 益 3,147

非支配株主に帰属する当期純利益 3

親会社株主に帰属する当期純利益 3,143

（注）  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）
　株　　主　　資　　 本 その他の包括利益累計額

非支配株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 5,839 1,851 27,000 △ 128 34,563 864 △ 3 1,180 18 △ 53 2,005 52 36,622
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 186 △ 186 △ 186
親会社株主に帰属する当期純利益 3,143 3,143 3,143
自 己 株 式 の 取 得 △ 1 △ 1 △ 1
自 己 株 式 の 処 分 57 57 57
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） △ 9 △ 9 △ 263 △ 0 — △ 5 1 △ 268 3 △ 274

当 期 変 動 額 合 計 — — 2,956 46 3,003 △ 263 △ 0 — △ 5 1 △ 268 3 2,739
当 期 末 残 高 5,839 1,851 29,957 △ 81 37,567 600 △ 4 1,180 12 △ 51 1,737 56 39,361
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1.  中長期経営方針を公開しました。
　当社は、情報開示強化の一環として、2019年３月、中長期経営方
針を開示いたしました。
　これは、中長期観点から事業環境の変化に対して、どのように戦略
的に対応し、どのように企業価値を高めていくのかという当社の方針
をご理解いただくためのものであります。当社では、今後とも皆様へ
の情報開示を強化してまいります。
　詳細につきましては、当社ホームページをご覧ください。
http://www.tokyotekko.co.jp/ja/index.html

2.  エコプロ2018に出展しました。
　2018年12月、アジアを代表
する環境の総合展示会「エコプ
ロ2018」が東京ビッグサイト
で開催されました。「SDGs（持
続可能な開発目標）時代の環境
と社会、そして未来へ」をテー
マに、企業や行政機関など538
団体が出展し、約16万人が来
場しました。
　当社は共英製鋼株式会社と共に初めて参加し、共同で出展しまし
た。ブースでは、両社の廃棄物処理事業の特徴を写真とパネルで展示
するとともに、当社は、昨年１月に認定を取得して八戸工場でスター
トした低濃度PCB廃棄物の無害化処理事業についてPRしました。
　期間中、多くの方にご来場いただき、当社の事業について広く認知
してもらう良い機会となりました。

3.  環境製品宣言（EPD）を取得しました。
　2018年８月、当社は、ネジ節棒鋼「ネジテツコン」の環境製品宣言

（EPD）を取得しました。環境製品宣言とは、対象製品の環境負荷を定
量的に情報開示する国際認証であり、日本企業では家電などの消費財
メーカーを中心に広がっていますが、国内鉄鋼メーカーでは東京鉄鋼
が初めて取得しました。
　建築業界においては、環境負荷の小さい建築を普及させる動きが世
界に波及しており、今後日本でも同様の動きが広がると考えられます。
当社としましては、コーポレートメッセージ「建設業の発展に寄与し、
環境リサイクルへの貢献を目指す東京鉄鋼」に基づき今後より一層の
社会貢献につながる製品・サービスの拡大を進めていく所存です。

Topics

（共同展示ブースの様子）
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株式の状況（2019年３月31日現在）

発行可能株式総数 28,000,000 株
発行済株式総数 9,333,415 株

（自己株式31,890株を除く）
株主数 8,327 名
大株主（上位10名）

株 主 名 当 社 へ の 出 資 比 率
持 株 数 持 株 比 率

株 ％
MLI FOR CLIENT GENERAL OMNI NON 
COLLATERAL NON TREATY -PB 1,000,100 10.72
BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND

（PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO） 758,800 8.13
合 同 製 鐵 株 式 会 社 460,000 4.93
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 452,400 4.85
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 379,600 4.07
クレディ・スイス証券株式会社 276,000 2.96
朝 日 工 業 株 式 会 社 186,000 1.99
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 178,700 1.91
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 159,600 1.71
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 138,500 1.48

会社の概要（2019年７月１日現在）

本 店 所 在 地 栃木県小山市横倉新田520番地
会 社 設 立 1939年６月23日
資 本 金 58億３千９百万円
従 業 員 数 752名（連結　2019年３月31日現在）

連結子会社
東京鐵鋼土木株式会社
トーテツ興運株式会社
トーテツ産業株式会社
ト ー テ ツ メ ン テ ナ ン ス 株 式 会 社
株式会社関東メタル
トーテツ資源株式会社
ティーティーケイ　コリア　株式会社（韓国）
共販会社
東北デーバー・スチール株式会社
東 京 デ ー バ ー 販 売 株 式 会 社

事業所
東 京 本 社 東京都千代田区
大 阪 支 店 大 阪 府 大 阪 市
広 島 出 張 所 広 島 県 広 島 市
札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市
東 北 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市
名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市
福 岡 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市
本 社 工 場 栃 木 県 小 山 市
八 戸 工 場 青 森 県 八 戸 市
総合加工センター 栃 木 県 小 山 市

社外取締役・監査等委員 藤 原 　 　 哲
上席執行役員 大 橋 　 茂 信
上席執行役員 飯 塚 　 一 夫
執 行 役 員 鶴 見 　 敏 明
執 行 役 員 佐 々 木 文 雄
執 行 役 員 矢 島 　 茂 男
執 行 役 員 柿 沼 　 忠 司
執 行 役 員 金 賀 　 恵 之
執 行 役 員 瀧 　 　 晴 夫

役 員
代表取締役社長 吉 原 　 每 文
取締役・常務執行役員 柴 田 　 隆 夫
取締役・常務執行役員 田 中 　 能 成
取締役・上席執行役員 武 笠 　 達 也
取締役・相談役 形 田 　 　 猛
取締役・常勤監査等委員 中 嶌 　 知 義
社外取締役・監査等委員 澤 田 　 和 也
社外取締役・監査等委員 園 部 　 洋 士
社外取締役・監査等委員 髙 原 　 正 彦
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東京本社 〒102-0071 
東京都千代田区富士見二丁目７番2号 ステージビルディング12階
電話　（03）5276-9700（代表）
URL　http://www.tokyotekko.co.jp

株主メモ

○株式に関する住所変更のお届出およびご照会について
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお
届出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたしま
す。証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記電話照
会先にご連絡ください。
○特別口座について
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を
利用されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記
の三井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます）を
開設しております。特別口座についてのご照会および住所変更
等のお届出は、上記電話照会先にお願いいたします。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期末配当　　　毎年3月31日
中間配当　　　毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公
告して定めた日

株 主 名 簿 管 理 人 
および特別口座の 
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人 
事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵 便 物 送 付 先）〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電 話 照 会 先）ふ0120-782-031
 イ ン タ ー ネ ット （ホームページURL）https://www.smtb.jp/personal/agency/

index.html
公 告 の 方 法 電子公告（当社ホームページ）

ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り電子公告をすることができない場合には
日本経済新聞に掲載します。

上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第一部
証 券 コ ー ド 5445

010_0481001301906.indd   1 2019/06/12   14:56:52


